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【主要事業の概要】

事業１

事業２

事業３

【組織】

平成20年度 平成21年度 平成22年度

４月１日現在の人員

派
遣
.

兼
務

県
職
員

派
遣
.

兼
務

県
職
員

派
遣
.

兼
務

県
職
員

平均年収

(千円)

(千円)

22

49.6
6,265

2 1

1 1 2

3 常
勤

職
員

常
勤

役
員

1 0 2 0

1 1

合計 平均年齢

2男性 1 1

３１～４０ ４１～５０ ５１～６０ ６１歳以上

プロパー職員の年
齢構成
（H２３．４．１現在）

年齢 ～２０ ２１～３０

女性

合計 0 0

3 22 2 1 81 8 3計 8 3 2
22 22非常勤職員 2

11 11 1臨時職員 1
22一般職員 2 2 2 2

3 1 23 1 2

職員

管理職 3 1 2

2
2

10
計 26 0 7 0 6 0 20

12
0 20 26 0

2 10
19 26 0 6

評議員 12 2 10 12 2

0
2

8
監事（常勤） 0 0

128 4理事（非常勤） 4 8 12 4

役員

理事（常勤） 0

監事（非常勤） 2

12

プ

ロ

パ

ー

職

員

県
O
B

そ
の
他

0 0

年度
プ

ロ

パ

ー

職

員

県
O
B

そ
の
他

プ

ロ

パ

ー

職

員

県
O
B

そ
の
他

115,061

担い手対策事業 新規就農者等への就農相談活動等を
はじめ、就農支援資金の貸付、県民
に対する農業啓発を行う。

14,366 18,086 17,708

農地保有合理化事業 農業経営の規模拡大や農地の集団
化を進めるための農地の売買・貸借
事業

291,295 217,945

主な事業名 内容
事業費（単位：千円）

H１９年度 H２０年度 H２１年度

千円 0.0 ％

設 立
目 的
経 緯
概況等

当公社は、農地の権利移動に介入し、農業経営の規模拡大、農地の集団化等を促進するため、農業経営基盤促進法に
基づき設置された県農地保有合理化法人である。昭和４７年に「（財）山梨県農地開発公社」として設立され、H6年には
現名称に変更した。「フラワーセンター」、「花き促進センター」の管理業務をそれぞれ平成10年度及び14年度に受託した
が、平成１７年度で終了した。また、H13年度に「（社）山梨県農業後継者育成基金協会」を統合し、農業後継者の育成確
保の業務を行っている。その後、就農支援のワンストップ窓口として平成19年7月「山梨県就農支援センター」を開設し、
就農希望者のニーズに対応できる体制の整備を図っている。
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1 山梨県 600,000 千円 74.3

昭和４７年４月１日

4 寄付金等
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2 農業関係団体 100,510

出資額
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農政部農村振興課

所 在 地 甲府市宝一丁目２１番２０号 電 話 番 号 055-232-2760, 055-223-5747

kousya@y-nk.jp

【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 松村　孝典 所 管 部 （ 局 ） 課

出資順位 出資者名

資本金（基本財産） 807,111 千円 設 立 年 月 日

http://www.y-nk.jp/
mailto:kousya@y-nk.jp


【経営の状況】 （単位：千円）
１９年度 ２０年度 ２１年度 増減（２１－２０）

10,274 10,724 10,751 27
0
0

13,577 14,185 16,844 2,659
225,371 129,114 64,114 △ 65,000
76,580 69,042 41,118 △ 27,924
3,758 1,266 1,143 △ 123

329,560 224,331 133,970 △ 90,361
事業費 295,404 220,357 118,955 △ 101,402

うち人件費 45,347 44,581 43,932 △ 649
管理費 8,876 15,674 13,815 △ 1,859

うち人件費 6,472 12,419 10,907 △ 1,512
経常支出　計　 304,280 236,031 132,770

25,280 △ 11,700 1,200 12,900
151 9,759 8,279 △ 1,480
318 1,163 0 △ 1,163

△ 167 8,596 8,279 △ 317
25,113 △ 3,104 9,479 12,583

638,772 663,885 660,781
663,885 660,781 670,260 9,479

（単位：千円）
１９年度 ２０年度 ２１年度 増減（２１－２０）

210,550 117,194 145,307 28,113
858,860 884,971 873,431 △ 11,540

1,069,410 1,002,165 1,018,738 16,573
239,092 209,399 206,347 △ 3,052
225,481 199,110 171,790 △ 27,320
166,035 131,735 142,029 10,294
117,650 88,400 105,439 17,039
405,127 341,134 348,376 7,242
664,283 661,031 670,362 9,331

うち基本財産への充当額 648,392 659,025 652,223
うち特定資産への充当額 2,006 2,006 2,016

（単位：千円）
１９年度 ２０年度 ２１年度 増減（２１－２０）

0
人件費（派遣法）補助金 20,396 20,902 20,314 △ 588
人件費（派遣法以外）補助金 2,167 2,167 2,167 0
人件費以外の補助金 0

22,563 23,069 22,481 △ 588
11,942 12,241 11,717 △ 524
34,505 35,310 34,198 △ 1,112

人件費（派遣法）委託金 0
人件費（派遣法以外）委託金 0
人件費以外の委託金 0

委託金　計 0 0 0 0
34,505 35,310 34,198 △ 1,112

10.5 15.7 25.5 10
0

261,337 213,908 211,805 △ 2,103

【県の財政的関与の内容・目的】
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固定負債
うち長期借入金

負債　計
正味財産

流動資産

県の財政的関与の割合（％）

内容・目的・金額項目

負担金

債務負担行為

農地保有合理化事業の推進のための助成、および就農支援に係る担い手育成対策事業への
助成

農地の買入れなど農地保有合理化事業の推進にあたり必要な経費を金融機関等から借入れ
する際の債務負担

補助金
（運営費）

公社経営の安定のため、県派遣職員の経費や農地合理化事業を推進するためのスペシャリス
トの人件費への助成

委託金



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 5 20 14 70.0%

計画性 5 20 20 100.0%

組織運営の
適正性 4 15 11 73.3%

財務状況 11 44 24 54.5%

効率性 8 32 19 59.4%

合計 33 131 88 67.2%

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

対応策

・長期保有農地(0.5ha)については、平成２２年度中に全て売却し最終的な損失額を確定させる。
・経営改善については、公社のあり方や関係機関との連携・役割分担を踏まえ、平成２１年度に策
定した新たな経営計画に基づき、なお一層の経営の合理化・効率化等に努めていくとともに、長期
保有農地の売却損失処理について県と協議を行っていく。
・担い手支援窓口として同一建物内にある、認定農業者や農業生産法人を支援する農業会議と相
互の連携強化を図り、農業者や新規就農希望者等の情報を共有する中で、多様な情報を活用し
ながら農地保有合理化事業並びに就農支援センター事業を積極的に進めていく。

平成16年度～18年度で計3名のプロパー職員の削減を図り、組織運営の適正化を図っている。
また、財務情報などをＨＰで情報公開している。
県からの短期貸付金を受ける中で、平成21年度長期保有農地の売却（276㎡）や農地保有合理化事業
等の事業量の拡大に努めるほか、手数料の見直しによる収入確保や職員給与の削減、コピー機や電
話回線の削減等管理運営経費の縮減の取組による経営の健全化を進め、経常収支は平成２０年度は
赤字だったが、平成２１年度は黒字となった。
経営計画に基づき、職員数の削減や人件費及び管理費を縮減し、効率的な運営に努めている。また、
事務所を農業会議のある建物に移転し農業会議との連携を強化する中で、円滑な業務の推進と効率
化に取り組んでいる。

農地保有合理化事業による長期保有農地の売却を進めているが、景気の低迷などによる地価の
下落により、簿価に対する評価損や売却に伴う売却損が発生している。
平成21年度は、経営計画に基づき、プロパー職員の給与のカットを継続するとともに、業務量の拡
大増加による収支の均衡を図っている。

財務状況

効率性

総合的評価

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目
的と適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に
事業運営に取り組んでいるかを問う視点
組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に
整備、運用され、かつ情報公開による透明性
の確保が適切であるかを問う視点
出資法人の経営の安全性や収益性を問う視
点
出資法人の組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されているかを問
う視点

流動比率

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

農業経営基盤強化促進法に基づく農地保有合理化事業及び就農促進法に基づく担い手対策事業等
の業務を実施し、設立目的に適合している。
経営計画に基づき改善を実施し、また毎年度、事業計画を定め目標を設定し、定期的に進捗状況を確
認する等、計画的な事業実施に努めている。

【警戒指標】
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経営評価レーダーチャート



【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

【総合評価】：（経営評価委員会、経営評価アドバイザーによる総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】
・本県農業の活力を維持していくためには、大規模経営体等の担い手に農地を集積していく必要がある。
・農業振興公社は農地保有合理化事業を行う本県唯一の法人であり、今後も農地集積に大きな役割を果たさな
ければならないことから、安定的な経営を行うため経営改善を進めていく。
・長期保有農地は平成２２年度中に売却が完了し、売却に伴う損失額が確定した。
・当面、県による短期貸付金の支援を継続するとともに、耕作放棄地等の農地を利用し農業参入する企業や新
規就農者への農地の集積・整備等に積極的に取り組み収入の確保を図る。
・今後、効率的な経営に向け人員・組織体制等の見直しを行うとともに、県の支援のあり方などについて関係部
局との調整を行い平成２４年度中の公益法人認定を目指していく。

総 合 的 所 見

※ ラ ン ク 下
の ％ は 得 点
率 の 範 囲

・ 平成１７年度決算において、農地保有合理化事業に係る長期保有農地評価損（約２．２億円）
を計上し、その債務を抑制するため、引き続き県による貸付金の支援を受けている。
・ 人件費の抑制など管理経費の縮減に取り組み、平成２１年度は黒字決算となった。
・ 「山梨県出資法人経営検討委員会」における検討で、法人の果たす役割が今後も必要と結論
づけられたことなどから、平成２２年５月に「山梨県農業振興公社改革プラン」が策定され、農地
保有合理化事業の拡大や手数料の見直し等による収入増加を図り、県農業会議等の関係機関
と連携を深め、新規就農者の支援事業に力を入れていくこととなった。
・ 業務量に見合った人員と職員体制を早期に検討することなど、長期保有農地に係る損失の圧
縮に向け、中・長期的な収支改善に向けた更なる取り組みが必要である。

Ａ
（７５％～）

Ｂ
（６０％～７５％）

・経営計画に基づき概ね適正に運営されている。
今後は、平成２２年度に策定した改革プランや平成２１年度末に改訂した経営計画に沿って、引
き続き経営の改善に努め、積極的な事業の取組みを実施するとともに新公益法人への移行に向
け事業遂行に必要な人員・組織について検討していく。

Ｃ
（５０％～６０％）

Ｄ
（～５０％）

効率性

・経営計画に基づき、人員の削減、手数料の見直しによる収入確保等に取り組むなど経営の合
理化を図っている。また、年度ごとの事業計画を策定し、その達成に向けて事業の効率化に努め
ている。今後は、担い手対策や農地流動化に取り組む関係団体と連携を強化して事業を実施す
るなど、更に効率性を高めていく。

    目的適合性    　計画性  　 　組織運営の適正性   　　財務状況   　　効率性　　　　　　

財務状況

総合的評価

目的適合性
・公社は、関係法令に基づく農地保有合理化法人及び県就農支援センターとして、県内農地の
集団化や担い手への農地流動化、新規就農者等の育成・確保を行うべく公共的・公益的な役割
を担っており、実施している全ての事業は、設置目的に適合し、法人の事業として適切である。

計画性

・事業計画などに基づき、農地売買等事業、新規就農の育成・確保及び就学児童の農業啓発活
動に対する助成等について、県農業施策推進に取り組み、前年事業実績に基づき次年度の計
画策定を行うなど、計画的な事業実施を図っている。

組織運営の
適正性

今後更なる改
善、見直しを
行うべき視点

・経常損益は平成２０年度は赤字であったが、平成２１年度は黒字となっている。
今後も引き続き、運営経費の削減を図るとともに、長期保有農地の早期売却により財務状況の
改善に努める。

・経営計画に基づき、役員及びプロパー職員の削減を実施し、組織の合理化に取り組んでいる。


